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2026.8.3 

災害リスク情報 ＜号外＞ 
 

令和 8 年熊本地震の概要および被害状況 

 

【要旨】 

2026年7月28日16時27分頃、熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード7.1の地震が発生し、

熊本県宇城市（うきし）・氷川町（ひかわちょう）で震度7、北陸地方から九州地方にかけて震度

1～6強の揺れを観測しました。 

被害に遭われた皆様には、心からお見舞い申し上げます。 

本レポートでは、今回の熊本地震の概要および被害状況について報告します。なお、本レポー

トは7月29日15時時点の情報に基づいて作成しています。 

 

1. 地震の概要 

(1) 震度分布 

2026年7月28日16時27分頃、熊本県熊本地方で震源深さ16km、マグニチュード（以降、Mと記す）7.1

の地震が発生した。本地震による各地の震度分布を図1に示す。本地震では、熊本県の宇城市（うきし）・

氷川町（ひかわちょう）で震度7を観測したほか、北陸地方から九州地方にかけて震度1～6強の揺れを

観測した1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 1】震度分布（出典：気象庁 1)）※7 月 28 日 16 時 35 分発表 
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(2) 津波の観測状況 

 本地震では、7 月 28 日 16 時 29 分に有明・八代海において津波注意報が発表されたが、津波は観測

されていない。ただし、今後海域の活断層で地震が発生した場合には津波発生の可能性も高まるため

注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 2】津波注意報発表状況（出典：気象庁 1)）※7 月 28 日 16 時 29 分発表 

 

(3) 長周期地震動の観測情報 

本地震では、図 3 に示すとおり、熊本県熊本で長周期地震動階級 4、熊本県天草・芦北で長周期地震

動階級 3 が観測された。長周期地震動階級 3、4 が観測された地域の高層ビルの高層階等では、「立っ

ていることが困難になる」、「キャスター付き什器が大きく動く」、「固定していない家具が移動するこ

とがある」、「固定が不安定な家具は倒れることがある」、「間仕切壁などにひび割れ・亀裂が入ることが

ある」といった現象が発生した可能性がある。 

 

 
【図 3】長周期地震動階級観測状況（出典：気象庁 1)） 

※7 月 28 日 16 時 37 分発表 



                                       

 

  

3 

2026.8.3 
 

2. 熊本地方の地震 

(1) 地震の発生メカニズムと震源断層 

気象庁の速報によると、本地震の発震機構（発生メカニズム）

は、2016年4月16日に発生した熊本地方の地震と同じく北北西－

南南東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型（図4）で、地殻内で発

生した地震である。 

今回の地震活動域付近には布田川断層帯・日奈久断層帯が存在

しており、日奈久断層帯の３つの区間（高野－白旗区間、日奈久

区間、八代海区間）のうち、主に高野－白旗区間及び日奈久区間

に沿って震源が分布している。7月28日16時27分に発生したM7.1

の震源断層は、日奈久断層帯の日奈久区間の北東部及び高野－

白旗区間の一部に及んでいると考えられる。 

図5に断層の位置と、本地震及び過去に発生した地震の震央を示す。本地震は2016年4月の熊本地震

が発生した日奈久断層帯に沿って発生していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 5】震央分布図（出典：気象庁 3)） 

  

【図 4】横ずれ断層イメージ図 2) 
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(2) 本地震前後の地震活動状況 

 熊本県熊本地方では平成28年(2016年)熊本地震以降、地震活動が活発化しており地震の発生回数が増

加傾向にあった。図6は2000年10月1日以降の地震活動を示したものであり、薄青色は2016年4月14日21

時以前、灰色は2016年4月14日21時以降、赤色は2026年7月28日16時27分以降の地震を示している。これ

を見ると2016年4月14日21時以降の地震活動域は布田川断層帯、日奈久断層帯付近に集中しており、今

回の地震の震央周辺で地震活動が活発となっている。28 日以降の余震活動は高野―白旗区間から日奈

久区間に沿って長さ約50kmにわたって分布している。 

図7に本地震発生後の地震発生回数を示す。2026年7月28日16時27分の最大震度7の地震以降、7月29

日16時時点で震度1以上の地震観測回数は200回に及ぶ3)。余震の発生状況は2016年熊本地震と同程度と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 熊本県の活断層  

 熊本県に被害を及ぼす地震は、主に陸域や沿岸部

の浅い場所で発生する地震と、日向灘など東方の海

域で発生する地震である。陸域の浅いところでこれ

までに発生した被害地震は、主に布田川断層帯・日

奈久断層帯に沿う地域などで発生している。2016年4

月の熊本地震および今回の地震も布田川断層帯・日

奈久断層帯付近で発生している。 

布田川断層帯は、阿蘇外輪山の西側斜面から宇土

半島の先端に至る活断層帯で、東北東―西南西方向

に延び全体の長さは約64kmであり、布田川区間、宇

土区間、宇土半島北岸区間の三つに区分される。日

奈久断層帯はその北端において布田川断層帯と接し

八代海南部に至る活断層帯であり、全体の長さは約

81km、北東から南西方向に高野―白旗区間、日奈久

区間、八代海区間の三つに区分される。 

政府の地震調査委員会によると、10年前の熊本地

【図 6】震央分布図 4) 

※2000 年 10 月 1 日～2026 年 7 月 29 日 13 時 00 分、 

深さ 0～20km、M2.0 以上 

【図 7】主な地震活動の地震回数比較 3) 

【図 8】熊本県とその周辺の主な被害地震 5) 
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震は布田川断層帯や日奈久断層帯の北側が動いて起き、そのときと比べ、今回の地震活動は南西側で

日奈久断層帯に沿うように起きたとみられている。今回の震源断層は日奈久区間の北東部と高野－白

旗区間の一部の計約30kmであり、日奈久区間にはなお割れ残りがあるため、将来的に地震を引き起こ

す可能性は十分あるとされている。 

 

3. 被害状況 

(1) 被害概要 

総務省消防庁の発表 9）によると、7 月 30 日 6 時 30 分時点で、熊本県、福岡県、大分県、鹿児島県

で死者 12 名、重傷者 12 名、軽傷者 65 名の人的被害（熊本県の「調査中」を含まない）が発生してお

り、住家被害では全壊 1 棟および一部破損 5 棟が確認されている。 

ライフライン、企業の被災・復旧状況の概要について、それぞれ表 1、表 2 に概要をまとめる。 

 

【表 1】ライフラインの被災・復旧状況（プレスリリース、報道を基に弊社作成） 

項目 状況 

道路6) 

7月29日14:00時点 

➢ 高速道路3路線（九州道、南九州道、九州中央道）3区間で通行止め 

➢ 直轄国道（南九州道）1路線1区間で通行止 

➢ 補助国道3路線で通行止め（橋梁損傷） 

鉄道6) 

7月29日14:00時点 

➢ 新幹線 九州新幹線、運行取り止め（7月29日17時頃 博多・筑後船小屋間：

運行再開予定） 

➢ 在来線 JR鹿児島本線（鳥栖・荒尾間：本数を減らして運行、荒尾・八代

間：運行取り止め）、豊肥本線（熊本・宮地間：運行取り止め、宮地・豊後

竹田間：本数を減らして運行）、三角線（宇土・三角：運行取り止め）、肥

薩おれんじ鉄道（7月29日から1週間程度全線運転見合わせ）、南阿蘇鉄道（運

転見合わせ） 

航空6） 

7月29日14:00時点 
熊本空港 通常どおり運行 

電力6) 

7月29日14:00時点 
➢ 九州電力管内 熊本県で約34,880戸停電 

ガス8) 

7月29日14:00時点 

➢ ガス小売事業（簡易ガス） 熊本県八代市で8,892戸供給停止（8月3日復旧

見込み） 

油槽所、SS 

7月30日6:00時点 

➢ 油槽所 出荷を停止 

➢ SS（ガソリンスタンド） 営業停止（給油・配送不可）18件、確認中101件 

水道6） 

7月29日14:00時点 
熊本県10市町65,810戸で断水発生中 

通信7) 

7月30日6:00時点 

➢ 固定電話 熊本県内でインターネット回線：約11,515回線に影響 

➢ 携帯電話等 八代市、宇城市等、2～5市町に支障あり（停波：NTTドコモ

4局、KDDI 73局、ソフトバンク6局、楽天モバイル39局） 

その他6) 

7月29日14:00時点 
熊本県内の廃棄物焼却施設・し尿処理施設等、計8施設が状況確認中 

 

【表 2】企業の被災・復旧状況（プレスリリース、報道を基に弊社作成） 

業 種 被災状況 対応状況 

全般 

7月29日13:00時点 

熊本県には半導体をはじめ、産業の主要な生産拠点

を持つ企業において、建物や設備の損傷等の被害が

発生しているほか、部品の供給遅れ等の物流状況を

踏まえ操業停止を行っている。多くの企業がサプラ

イチェーンを含め、被害状況や安全性を確認してい

る段階であり、再開の見通しはたっていない。 

－ 
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業 種 被災状況 対応状況 

小売業 

7月30日時点 

ショッピングセンターで地震後に爆発が発生し、死

者が発生 
爆発の原因を調査中 

製造 

7月30日時点 

生産拠点内の煙突が倒壊し、死者が発生し、操業を

停止 
被害状況につき調査中 

半導体 

7月30日時点 

A社 熊本県内の2工場で壁面の亀裂や一部漏水、天

井パネルの落下や壁面のひび割れが発生し、操業を

停止 

B社 熊本県内の1工場で操業を停止 

被害状況につき確認中 

自動車 

7月30日時点 

A社 福岡県の生産拠点で部品供給遅れにより生産

停止 

B社 福岡県の３工場にて操業停止 

操業再開時期を検討中 

行政 

7月30日時点 
免震ダンパーの損傷 耐震性能を確認中 

 

(2) 揺れによる被害 

 今回の地震では、7 月 30 日 6 時 30 分時点の総務省消防庁によれば 9）6 棟の住家被害が発生してい

る。ただし、各種報道によれば震源に近い八代市・氷川町を中心に他にも倒壊被害が発生していると見

られており、八代市では瓦葺木造建築の神社拝殿の倒壊、氷川町では瓦葺木造建築の住宅の倒壊が報

告されている。 

 建物被害を大きくする要因として、建物の耐震性が挙げられ、いわゆる旧耐震基準（昭和 56 年 5 月

以前）の建物は新耐震基準（昭和 56 年 6 月以降）に比べて被害を受けやすいことが指摘されている。

例えば 2016 年熊本地震の被害調査結果 10）では、旧耐震基準の木造建築物の倒壊率は新耐震基準の倒

壊率と比較して顕著に高くなっている。熊本県 14）によれば、平成 29 年より耐震改修促進計画を実施

し、令和 7 年までの 10 年間で耐震化率を 13.5 ポイント上昇させた。令和 8 年 3 月時点での住宅の耐震

化率は 89.5％と日本全国の耐震化率 90％と同程度となっているが、今回の地震の震源に近い阿蘇、八

代、水俣・芦北、球磨及び天草地域では耐震化率 75％未満と耐震化率が低い傾向にある。建物被害に

ついては今後詳細な調査が実施されるとみられるが、耐震化率が低い地域では大きな被害になる可能

性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 9】2016 年熊本地震における建築年代別の木造建物被害状況 10） 

 

(3) その他被害 

 国土交通省 11)によると熊本県の八代港および水俣港で液状化、宮崎県で 2 件の土砂災害（人的・人

家被害なし）が確認されている。また、熊本県八代市内の複数の工場で液状化や地盤沈下が発生してい
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る。 

土砂災害においては、地震時に崩壊しなかった斜面でも、地震の揺れにより脆くなって崩壊リスク

が高まっている場合があることから、普段なら崩れないような雨量の降雨や規模の小さい余震でも斜

面が崩壊する可能性が高いことに注意が必要である。なお、今回の地震で大きな揺れを観測した 3 県

25 市町村では、各県と各気象台が共同で発表する土砂災害警戒情報の発表基準について、通常基準よ

り引き下げた暫定基準を設けて運用している。 

 

【表 3】土砂災害警戒情報の基準を引き下げて運用する市町村 12) 

対象の県 
通常の基準に対する 

暫定基準の割合 

暫定基準を設ける対象の市町村 

（市町村内で発表対象区域を分割している場合は、その区域） 

熊本県 
7 割 

宇城市、氷川町、熊本市、八代市西部、宇土市、美里町、益城町、

合志市、大津町、西原村、御船町、上天草市、芦北町、嘉島町、甲

佐町 

8 割 八代市東部、山鹿市、菊池市、菊陽町、水俣市、天草市、津奈木町 

長崎県 8 割 南島原市 

鹿児島県 8 割 薩摩川内市、さつま町、長島町 

 

 また、総務省消防庁の発表 9）によると、7 月 30 日 6 時 30 分時点で、10 件の火災が発生したと報告

されている。 

  

4. 今後の留意事項および企業が取るべき地震対策 

今回発生した地震は、2016 年 4 月の熊本地震と同様に布田川断層帯や日奈久断層帯に沿っており、

2016 年 4 月の熊本地震の割れ残りのずれによるものと見られている。今回の震源断層は日奈久区間の

北東部と高野―白旗区間の一部であり、日奈久区間にはなお割れ残りがあると推測されている。2016

年 4 月の熊本地震でも 14 日に益城町で震度 7 を観測した後、16 日にも西原村で震度 7 を観測してい

る事例があり、大地震発生から 1 週間程度の間に同程度の地震が続発する可能性は大いにあると考え

られている。そのため、地震発生から 1 週間程度は最大震度 7 程度の地震に注意する必要がある。 

8 月 5 日にかけて最高気温 35 度以上の猛暑日が予測されており、特に 8 月 3 日は最高気温が 40 度

の酷暑日となる見込みである（図 10）。気温・湿度の上昇に加え、避難生活や復旧作業等による生活リ

ズムの乱れにより熱中症リスクが高まる。また、災害時にはインフルエンザやノロウイルス等の感染

症リスクも高まるため、健康管理にも注意する必要がある。 

台風 13 号（ドルフィン）は、30 日午後 3 時現在には、ウェーク島近海にあって、1 時間に約 20 キ

ロの速さで西北西へ進んでいる（図 11）。8 月 1 日午後 3 時の予報では、猛烈な勢力を維持したまま、

南鳥島近海に達し、その後、3 日午後 3 時の予報では、非常に強い勢力で小笠原近海に達する見込みで

ある。九州地方に影響が出るおそれがあるため、今後の台風進路に注視し、台風への備えも必要であ

る。 
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【図 10】熊本県の天気予報 13）（出典：熊本地方気象台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 11】台風経路図 13）（台風第 13 号） 

（出典：熊本地方気象台） 

 

 以上を踏まえ、今後の地震活動に対する留意事項と企業が取るべき地震対策について以下にまとめる。 

(1) これまでの地震活動及び地殻変動の状況を踏まえると、熊本地方の周辺では、一連の地震活動は当

分続くと考えられており 1）、引き続き強い揺れ、津波などに警戒を続ける必要がある。 

(2) 揺れの強かった地域では、家屋の倒壊や土砂災害などの危険性が高まっている。地震により斜面・

堆積土砂が不安定化している状況で、8 月 3 日の週は非常に強い台風第 13 号が日本付近を通過す

る可能性があるため、今後の地震活動に加え、台風の進路予報および風雨の状況に十分注意する。 

(3) 熊本県では、8 月 5 日にかけて最高気温が 35 度以上の猛暑日となる見込みである。最高気温が 40

度の酷暑日も予想され、危険な暑さがしばらく続くため、熱中症に注意する。 

(4) 熊本地震に関する情報に対して、特にインターネット上にはデマや虚偽の情報も溢れている。情報

に接した際は、情報源を確認したり、行政や報道機関の情報を調べたりするなど、冷静に対応する。 

 

MS&AD インターリスク総研 リスクマネジメント第一部 

主任コンサルタント 野中 香歩 
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本誌は、マスコミ報道など公開されている情報に基づいて作成しております。 

また、本誌は、読者の方々に対して企業のリスク管理向上に役立てていただくことを目的とした

ものであり、事案そのものに対する批評その他を意図しているものではありません。 

 

MS&ADインターリスク総研株式会社は、MS&AD インシュアランスグループに属する、リスク

マネジメントについての調査研究及びコンサルティングに関する専門会社です。 

災害や事故の防止を目的にしたサーベイや各種コンサルティングを実施しております。 

コンサルティングに関するお問い合わせ・お申込み等は、下記の弊社お問合せ先、またはあいお

いニッセイ同和損保、三井住友海上の各社営業担当までお気軽にお寄せ下さい。 

 

お問い合わせ先 

   MS&ADインターリスク総研株式会社 https://www.irric.co.jp/ 

リスクマネジメント第一部 

東京都千代田区神田淡路町2-105 TEL:03-5296-8944／FAX:03-5296-8957   

 

 

＜災害リスク情報バックナンバー＞ 

MS&ADインターリスク総研株式会社のホームページでは、災害リスク情報のバックナンバーを公

https://www.jma.go.jp/jma/press/2607/28a/kaisetsu202607281730.pdf
https://www.jishin.go.jp/resource/terms/tm_fault/
https://www.jma.go.jp/jma/press/2607/29a/kaisetsu202607291500.pdf
https://www.static.jishin.go.jp/resource/monthly/2026/20260728_kumamoto_1.pdf
https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_kyushu-okinawa/p43_kumamoto/
https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/attachment/315507.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001084541.pdf
https://www.gas.or.jp/kinkyu/30888e1dac704a85a35c705f484faaac.pdf
https://www.fdma.go.jp/disaster/info/items/20260728kumamotojishin18.pdf
https://www.nilim.go.jp/lab/hbg/0930/pdf/text.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/002014404.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/sabo01_hh_000214.html
https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/attachment/315522.pdf
https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/attachment/307627.pdf
https://www.irric.co.jp/
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開しています。ぜひ、企業の防災活動などにお役立てください。 

 

 災害リスク情報バックナンバー：https://rm-navi.com/search?keyword=%E7%81%BD%E5%AE%B

3%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%AF%E6%83%85%E5%A0%B1&tab=2 

 

＜自然災害リスクコンサルティングメニュー＞ 

1. 自社物件の自然災害リスクを網羅的に把握したい 

→ハザード情報調査 

地震、津波、風水災等のハザード情報（ハザードマップ等）を収集・整理し、報告書にま

とめて提供します。 

2. 自社物件の地震・津波リスクを把握したい 

→地震・津波対策コンサルティング 

現地調査に基づく対象拠点の地震・津波危険箇所を洗い出し、リスク低減策をご提案しま

す。 

3. 不動産証券化をするため、地震ＰＭＬを知りたい 

→地震リスク評価 

資料（建物構造、階数、保険金額、用途、建築年など）を基に地震発生時の予想最大被害

額（PML）を算定し、報告書にまとめて提供します。 
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